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研究成果の概要（和文）：本研究は、障害者も社会に参加し可能な限り自立して暮らせる「インクルーシブ社
会」の実現を目指すという考え方に基づいている。
障害者就労継続支援Ｂ型事業所（B型事業所）の授産商品開発と販売の活動に着目し、B型事業所、地方自治体、
中間支援団体、支援企業等に対し、質問紙による量的調査と事例聞き取り及びアクションリサーチによる質的調
査を実施した。これらの結果について分析を重ね、Ｂ型事業所の課題を明確にするとともに、障害のある利用者
を包摂して魅力ある授産商品を開発するための効果的なデザインマネジメントの在り方としてインクルーシブ・
コラボレーションプロセスを提示し、福学連携活動に応用し効果を検証した。

研究成果の概要（英文）：This research was conducted based on the idea of aiming to realize an 
inclusive society in which people with disabilities can participate in society and live as 
independently as possible through rewarding work.
Focusing on the activities of products produced in sheltered workshops (hereinafter, SW products) 
development and sales at type B Workshops, I conducted quantitative surveys using questionnaires and
 qualitative surveys through interview cases and action research. By analyzing research data, I 
clarified issues at Type B workshops and presented inclusive design collaboration process as an 
effective design management method for developing attractive SW products produced by users with 
disabilities.

研究分野：社会科学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究はB型事業所・授産商品販売の構造的な課題を明らかにし、魅力的な授産商品を作るためにデザイナーの
みならず、商品企画、マーケティング、流通、販売の専門家などの協力も得られるよう産官学が連携して進める
ことの必要性と、その具体的な方法を明らかにした。本研究で提案したインクルーシ・コラボレーションプロセ
スの考え方を応用することで異分野の専門家が福祉の現場と連携し、優良な商品を作ることが可能になり、特に
アクティブラーニングの要件を活かすことでコラボレーションの効果がB型事業所の継続的な成長につながる。
授産商品が一般社会でも認知され、利益が得られることは長期的には障害者の自立につながると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
（１） インクルーシブ社会の実現には障害者を含め多様な人々が社会に参加し、働き甲斐のあ
る仕事を通して可能な限り自立して生活できることが望まれている。しかし、近年急増した障害
者就労支援 B 型事業所（以下、B 型事業所）では、授産商品の販売等から得られる利益が少な
く、利用者の平均工賃月額は国の目標の半額程度に留まっている。 
（２） 「市場価値のある授産品」の開発とそれらの商品の市場での適正価格による販売は利用
者の働き甲斐と工賃を向上させるために重要な事項であるが、実際には制約の多い福祉の現場
における優れた商品開発は困難である。また、授産商品を利益の得られる適正な価格で販売する
ことも困難である。 
（３） これまでの研究より①、授産商品開発のデザインマネジメント上の共通成功要因が抽出で
きたが、実際には多くの福祉事業所では内部に十分な開発力がないため、外部の専門家等の支援
が不可欠である。しかし、効果的な外部からの効果的な開発・販売支援の方法・具体的なプロセ
スについては明らかになっていなかった。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は下記の３点に着目し、商品開発・販売支援の伝統的／新出の外部支援事例研究
から、成功要件を明らかにし、実際に支援を試みることで成果を汎用化することである。 
（１） 効果的な福祉ショップ（店舗型・ネット型）のデザイン・運営・支援に関する要件 
（２） 新しいスタイルの特徴的な支援手法の詳細な事例研究と継続的効果の把握 
（３） 福祉事業所の商品開発・販売を効果的かつ継続的に支援できる手法の実践と分析 
 
３．研究の方法 
（１） 全国の地方自治体の福祉部門及び福祉事業の中間支援団体を対象とする質問紙調査によ
り、授産商品開発と販売に対する支援の現状と課題を分析する。 
（２） ４段階の聞き取りによる好事例調査を行い、①急増している新規 B型事業所の課題及び
支援方法を提示する、②地方自治体・中間支援団体の具体的な支援に関するの取り組みの内容と
効果を分析する、③外部リソースと内部リソースのコラボレーションのプロセスと効果につい
て分析し、障害のある利用者の力を最大限に活かして魅力的な商品を開発するためのインクル
ーシブ・コラボレーションプロセスの要素とフレームワークを提示する。 
（３） アクションリサーチとして、大学と福祉事業所による小規模な福学共同プロジェクトを
継続的に実施し、各段階で得られた効果的なコラボレーションの要素を取り入れた支援を行う。
この結果を分析し、提示した要件の有効性と小規模なプロジェクトに対する応用の可能性を考
察する。 
 
４．研究成果 
（１） 規模に関わらず積極的に授産事業に取り組んでいる設立年・規模共に多様な 26 か所のＢ
型事業所の訪問調査を実施した②。事例としたＢ型事業所については、工賃や規模に関しては基
準を設けず、「授産商品の開発に力を入れている」という評価を有識者より得ているＢ型事業所
を雪だるま方式で選択した。 
調査の結果より、設立年数に関わらず B型事業所に共通する問題点と事業構造を整理し、価値
連鎖分析を応用したモデルを提示した（図１）。 
5 つの新規事業所に着目して事業運
営の成功要因について考察した。特に
経営母体もなく全く新規に立ち上げる
という厳しい環境の中でも授産事業が
成功した 2 つの好事例を取り上げ、成
功要因と課題を分析し、設立前に事業
環境を分析し、地域の利用者のニーズ
に合った自主事業を立ち上げているこ
と、事業所の理念や作業の特徴につい
て広報していること、努力と報酬がリ
ンクするような仕組みで意欲を向上さ
せていることなど、成功要因が抽出さ
れた。 
新規事業所であっても事業計画から軌道に乗るまで、要所で必要な支援を受けることができ
れば、特徴ある事業を実施し地域の障害者に新しい選択肢を提供することができると考え、新規
事業所が優良な授産事業を経営するために有効な包括的支援と支援を実施する主体と方法につ
いて提示した（図２）。 

図１ Ｂ型事業所の活動の価値連鎖モデル 



（２） 「授産商品の開発支援と販売面
の課題」について現状を把握すると共
に商品開発・販売支援の取り組み事例
を分析した。 
① 第 1段階として、全国の地方自治
体、授産商品開発・販売を支援する中
間支援団体580か所を対象に障害福祉
サービス事業所の授産商品の販売環
境、具体的な販売店情報、並びに商品
開発環境等に関する質問紙調査を実
施した③。その結果、全国で多くの地方
自治体が福祉ショップを運営してい
るものの、「あまり売れていない」こと
が明らかになった。また、販売の現場
では利益を追求するために市場を分
析して商品をセレクトし、魅力ある商
品を企画するというマーケティング機能が働いていないこと、web ショップを運営していてもほ
とんど機能していないこと等が明らかになった。また、商品開発支援プロジェクトについては個
別の事業所にパッケージデザインの支援をする、中小企業診断士を派遣する等の従来型の支援
が多かった。 
② 第 2段階として、これらの情報を基に、詳細記述欄より独自の授産商品改善活動を積極的に
実施しているとの情報が得られた 3 つの自治体と福祉ショップを選定して訪問し、授産商品開
発・販売支援の最新の取り組みと課題、販売店舗の現状に関する事例について聞き取り調査を実
施した。この結果から福祉商品の販売現場には通常の商品販売現場と異なり、顧客のニーズや売
れ筋商品の選定、販売企画等のマーケティング機能が不足している現状が確認できた。しかし、
販売企画やショップを中心に商品販売の専門家が授産商品の品質向上を支援することは効果的
であった。これらの調査を通じて、Ｂ型事業所の現状を理解した外部の専門家とのコラボレーシ
ョンプロセスが重要な役割を果たしていることが明らかになった。  
 
（３） 「外部の専門家とＢ型事業所のコラボレーション活動」の具体的なプロセスについて、
特に多くのＢ型事業所が取り組んでいるものの利益につながらない授産商品の代表として雑貨
商品に着目し、多様な専門家が継続的に複数のＢ型事業所を支援し、多くの雑貨商品の開発と販
売に成功している好事例として、２件の大規模なコラボレーションプロジェクト（東京都による
KURUMIRU プロジェクト、アクセンチュ
ア社による equalto プロジェクト）の
詳細な調査・分析を実施した。また、
同様のコラボレーションプロジェク
トで初期には商品化に成功したもの
の販売不振等も含め継続が困難にな
った中間支援団体の沖縄県セルプセ
ンターが主催した 4NA4NA（ヨナヨナ）
プロジェクトについて比較参考事例
として調査し、コラボレーションの成
功を阻む要因についても考察した。 
これらの結果より授産事業におけ
る効果的なコラボレーション組織の
７つの成功要件を抽出し、Ｂ型事業所
と外部の専門家との効果的なコラボ
レーション組織の構造をモデル化し
た（図３）。 
また、授産商品の開発における効果的なコラボレーションプロセスについて、以下の 3つの特
徴的なコラボレーションの要素を提示した。 
①現場発想型コラボレーション 
②アクティブラーニング型コラボレーション 
③販売現場主導型コラボレーション 
これらのコラボレーションプロセスを取り入れることにより、コラボレーションが実施され
ている期間にＢ型事業所が主体的に商品開発に関わり、考え、試行錯誤する機会が多くなり、プ
ロジェクト終了後も B型事業所の自主的な商品開発力が向上する効果があると考えられる。 
 
（４） 提示した効果的なコラボレーションプロセスの有効性について、各段階で実施した福学
連携による授産商品開発支援の取り組みを分析することにより検証した。具体的には、以下の５
つの支援活動である。 
①Ｂ型事業所に不足しているマーケティング機能の支援 

図２ 新規事業所に対する包括的支援の選択肢 

図３ 福祉事業における効果的なコラボレーション組織の概念図 



②プロダクトデザインの支援 
③現場発想型のデザイン開発プロセス 
④アクティブラーニング型の対話を通した部分的な支援 
⑤販売の専門家、いわゆる商品の「目利き」による評価フィードバックの活用 
その結果、商品化に至る商品（図４）、B 型事業所の自主的な商品開発活動が促進され、新し
い技術の開発、新商品の開発に成功する事例（図５）等複数の成果が生まれた。商品化に至らな
かった事例でも福学連携による共同新商品開発は事業所の商品開発や技術向上意欲に対して良
い影響を与えることがわかった。 
福学連携プロジェクトでは、上
記５つのプロセスのうち、１～４
は十分活用することができた。開
発する商品分野の販売の専門家
をコラボレーションメンバーと
して加えることは、大学だけでは
難しい。この点に関してはプロジ
ェクト開始時に商品の販路を決
めて、販売現場の「目利き」にあ
たる専門家のレビューを受ける
プロセスを取り入れることが考
えられる。 
 
以上のように、本研究の成果は、B型事業所の課題を明らかにするとともに、Ｂ型事業所の障
害当事者である利用者と職員が、地方自治体を含む外部の多様な専門家と協力して魅力的な授
産商品を開発するための効果的なインクルーシブデザイン・コラボレーションプロセスについ
て明らかにしたことである。効果的なインクルーシブ・コラボレーションプロセスを実施するこ
とによる社会的なインパクトについて概念図にまとめる（図６）。 
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